
（１）地域生活への移行の促進

　① 地域生活への移行　Ｐ４８

　【基準】令和元年度（2019年度）末時点の施設入所者数　（Ａ）１７８人

② 精神障害のある人に対応した地域包括ケアシステムの構築　Ｐ４９

【目標】（ア）精神障害者の地域移行支援等の利用者数

【目標】（イ）保健・医療・福祉関係者等による協議の体制

③ 地域生活支援拠点が有する機能の充実　Ｐ５０
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指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標

（Ａ）のうち、計画期間において、令和5年度(2023年度)末までに地
域生活に移行する人数
＜国の基本指針：(A)の6％以上に第５期計画の未達成分を加えた人数
が地域生活に移行＞

－ － 26人

実績 〃 2人 2人 －

目標
令和5年度(2023年度)末時点における入所者数
＜国の基本指針：(A)の１．６％以上を削減＞

－ － 164人

実績 〃 177人 176人 －

指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標 地域移行支援の利用者数 7人 10人 10人

実績 〃 3人 2人 －

目標 地域定着支援の利用者数 15人 20人 20人

実績 〃 18人 10人 －

目標 共同生活援助の利用者数 66人 69人 72人

実績 〃 75人 97人 －

目標 自立生活援助の利用者数 13人 13人 13人

実績 〃 6人 1人 －

指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標 保健・医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数 2回 2回 2回

実績 〃 1回 1回 －

目標 保健・医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加者数 14人 14人 14人

実績 〃 14人 13人 －

目標
保健・医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定及び評価
の実施回数

2回 2回 2回

実績 〃 1回 1回 －

指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標 地域生活支援拠点の数 1か所 1か所 2か所

実績 〃 1か所 1か所 －

目標
地域生活支援拠点の機能の充実のための運用状況の検証及び検討の機
会

2回 2回 3回

実績 〃 2回 4回 －

資料４－２



（２）一般就労への移行等

　【目標】（ア） 就労移行支援事業所から一般就労する障害者数　Ｐ５３

　【基準】令和元年度（2019年度）に一般就労をした障害者数　５０人

　【目標】（イ） 就労継続支援事業（Ａ型）から一般就労に移行する障害者数　Ｐ５３

　【基準】令和元年度（2019年度）に一般就労をした障害者数　４人

　【目標】（ウ） 就労継続支援事業（Ｂ型）から一般就労に移行する障害者数　Ｐ５３

　【基準】令和元年度（2019年度）に一般就労をした障害者数　１人

　【目標】（エ） 就労定着支援事業の利用率　Ｐ５４

　【目標】（オ） 就労定着支援事業の就労定着率　Ｐ５４

指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標
令和５年度（2023年度）に一般就労をする障害者数
＜国の基本指針：令和元年度実績の概ね1.3倍以上＞

－ － 65人

実績 〃 56人 36人 －

指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標
令和５年度（2023年度）に一般就労をする障害者数
＜国の基本指針：令和元年度実績の概ね1.26倍以上＞

－ － 6人

実績 〃 0人 1人 －

指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標
令和５年度（2023年度）に一般就労をする障害者数
＜国の基本指針：令和元年度実績の概ね1.23倍以上＞

－ － 2人

実績 〃 4人 2人 －

指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標
令和５年度（2023年度）の就労定着支援事業の利用者の割合
＜国の基本指針：令和５年度における、就労移行支援事業等を利用し
て一般就労に移行する者のうち70％以上＞

－ － 70％

実績 〃 58.9％ 69.2％ －

指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標

令和５年度（2023年度）の区内就労定着支援事業所における就労定着
率が80％以上の事業所の割合
＜国の基本指針：令和５年度における、区内就労定着支援事業所のう
ち、就労定着率が80％以上の事業所の割合が70％以上＞

－ － 70％

実績 〃 100％ 100％ －



（３）相談支援体制の充実・強化等

【目標】（ア）総合的・専門的な相談支援

【目標】（イ）地域の相談支援体制の強化

（４）障害福祉サービスの質の向上のための取組

【目標】（ア）障害福祉サービス等に係る各種研修の活用

【目標】（イ）障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有

指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標
障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援の
実施の有無

有 有 有

実績 〃 有 有 －

指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標 地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助言件数 26回 26回 26回

実績 〃 17回 20回 －

目標 地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 10回 10回 10回

実績 〃 2回 2回 －

目標 地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 12回 12回 12回

実績 〃 6回 8回 －

指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標
都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修その他の研修への
参加人数

18人 20人 23人

実績 〃 17人 19人 －

指標
令和3年度

（2021年度）
令和4年度

（2022年度）
令和5年度

（2023年度）

目標
障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を分析してその
結果を活用し、事業所や関係自治体等と共有する体制の有無

有 有 有

実績 〃 有 有 －

目標
障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を分析してその
結果を活用し、事業所や関係自治体等と共有する回数

1回 1回 1回

実績 〃 1回 1回 －


